
証券コード　８３４４

山形市七日町三丁目１番２号

(単位：百万円)

３１，２４０

２１，４３８ 当 座 預 金

９，８０２ 普 通 預 金

７，３０２ 貯 蓄 預 金

１４，７７３ 通 知 預 金

５０４ 定 期 預 金

２０ 定 期 積 金

４８４ そ の 他 の 預 金

５６６，１６１

２２９，８９０

１０８，２５２ 売 渡 外 国 為 替

９６，５９５ 未 払 外 国 為 替

２７，０１７

１０４，４０５ 未 決 済 為 替 借

１，１８６，８４３ 未 払 法 人 税 等

１２，６００ 未 払 費 用

５０，７６７ 前 受 収 益

９３８，６２１ 給 付 補 て ん 備 金

１８４，８５４ 先 物 取 引 差 金 勘 定

７１８ 金 融 派 生 商 品

７１１ リ ー ス 債 務

５ そ の 他 の 負 債

１

７，０４０ ２３１

２９３ １０３

５ １１２

３，１２２ １，９４６

１

１６５

３，４５２

１４，５７２

３，８６１

９，３４４

２５ 資 本 準 備 金

４６ そ の 他 資 本 剰 余 金

１，２９３

７６３ 利 益 準 備 金

５４４ そ の 他 利 益 剰 余 金

２１９ 別 途 積 立 金

１４，８２１ 繰 越 利 益 剰 余 金

１５，４０７

△９，１３７

１，８５１，０１２

自 己 株 式

そ の 他 資 産

未 決 済 為 替 貸

有 形 固 定 資 産

土 地

先 物 取 引 差 入 証 拠 金

その他の無形固定資産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

前 払 費 用

２７

貸 出 金

割 引 手 形

外 国 為 替

外 国 他 店 預 け

当 座 貸 越

１，８５１，０１２

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金

△　１０，１７３

△　７６０

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

利 益 剰 余 金 ８５，３３４

７８，２５８

偶 発 損 失 引 当 金

９１，３４８

１２，００８

８８６

△　４，７６１

４，９３９

７，０７６

８３，０２０

預 金

譲 渡 性 預 金
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買 入 金 銭 債 権

商 品 地 方 債

有 価 証 券

預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

平成21年6月25日

９６

３４７

（  資   産   の   部  ）

現 金 預 け 金

現 金

（  負   債   の   部  ）

科            目 金            額 科            目

４９，１９９

金            額

２，８４９

１，６８０，６０２

４１，２６８

３７，１１０

７８５，１７１

７７６，２９２

７，９３６

２９，９７３

９４

証 書 貸 付

手 形 貸 付

地 方 債

社 債

株 式

２

５３

そ の 他 負 債

（  純　資　産   の   部  ）

負 債 の 部 合 計

商 品 有 価 証 券

商 品 国 債

外 国 為 替国 債

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産

建 物

リ ー ス 資 産

その他の有形固定資産

建 設 仮 勘 定

１，７５９，６６３

７

△　１０，２３７

　１０１，５２２

４，９３２

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

△　８２３

３，０６２

７８７

９

１

株 主 資 本 合 計

再評価に係る繰延税金負債

資 本 金

資 本 剰 余 金

買 入 外 国 為 替

４，７１２取 立 外 国 為 替

 取 締 役 頭 取 　長 谷 川 吉 茂

７，２５１

１，４３４

１，５２８

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 証 券

株 式 会 社　山 形 銀 行

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

貸 倒 引 当 金

未 収 収 益

金 融 派 生 商 品

そ の 他 の 資 産

１５，４０７支 払 承 諾
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　平 成 ２０ 年 ４ 月   １ 日 か ら
　平 成 ２１ 年 ３ 月 ３１ 日 ま で

(単位：百万円)

経      常      収      益 　　４３，４８１
資   金   運   用   収   益 ３１，０９５

２２，６４０
７，４９５

５２６
８６

０
０

３４６
役  務  取  引  等  収  益 ５，８５６

１，８５８
３，９９８

そ  の  他  業  務  収  益 １，６１２
１０１

２９
１，３５６

１２４
０

そ  の  他  経  常  収  益 ４，９１６
４，２４５

６７１
経      常      費      用 　　５４，５５０

 資   金   調   達   費  用 ５，１９４
４，１０２

３３０
　１９

１０
３６０
３７０

役  務  取  引  等  費  用 １，９９２
３５８

１，６３４
そ  の  他  業  務  費  用 １７，４９６

１０，４８９
２，２１１
４，７９３

２
営       業       経       費 ２１，９８７
そ  の  他  経  常  費  用 ７，８７９

３，００５
０

２，７９７
１，４５６

６１８
経      常      損 　 　失    １１，０６９
特      別      利      益 　 　   　 ２２

２０
２

特      別      損      失   　 　　１６５
１６５

　 １１，２１１
  　　    　　   ３９
        △５，３６３

   △５，３２３
      ５，８８７

買 現 先 利 息

そ の 他 の 役 務 費 用

国 債 等 債 券 償 還 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

国 債 等 債 券 売 却 損

そ の 他 の 業 務 費 用

株 式 等 売 却 益

買 入 手 形 利 息

国 債 等 債 券 償 却

損益計算書

預 け 金 利 息
そ の 他 の 受 入 利 息

そ の 他 の 業 務 収 益

受 入 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 収 益

外 国 為 替 売 買 益
商 品 有 価 証 券 売 買 益
国 債 等 債 券 売 却 益
国 債 等 債 券 償 還 益

株 式 等 売 却 損

コ ー ル マ ネ ー 利 息

金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息

そ の 他 の 経 常 収 益

預 金 利 息
譲 渡 性 預 金 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

支 払 為 替 手 数 料

借 用 金 利 息

貸 出 金 償 却

金                                                   額

コ ー ル ロ ー ン 利 息
有 価 証 券 利 息 配 当 金
貸 出 金 利 息

科                  目

法 人 税 等 合 計

法人税、住民税及び事業税
税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 損 失

償 却 債 権 取 立 益

そ の 他 の 経 常 費 用
株 式 等 償 却

固 定 資 産 処 分 損

固 定 資 産 処 分 益
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  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

  重要な会計方針 

１．  商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。 

２． 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式

及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市

場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原

価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３． デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４． 固定資産の減価償却の方法 

 （1） 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物   ２年～30 年 

その他  ２年～15 年 

（2）  無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能

期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

 （3） リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法に

よっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外

のものは零としております。 

５． 外貨建て資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

６． 引当金の計上基準 

（1）  貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

  「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士

協会銀行等監査特別委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定

の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控

除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権について

は、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監

査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

（2）  退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、 必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりで

あります。 

過去勤務債務 その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（5年）による定額法により損益

処理 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（5年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

（3）  役員賞与引当金 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰

属する額を計上しております。 

（4）  役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のう

ち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

（5）  睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、預金としての計上を中止し当行の収益に計上したものについて、将来の払戻に備えて

必要と認められる額を計上しております。 
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（6）  偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に基づく信用保証協会への将来の負担金の支払いに備えるた

め、負担金支払見込額を計上しております。 

７． リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する事業年度に属するも

のについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

８． ヘッジ会計の方法 

（1） 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する

会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種別監査委員会報告第

24 号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッ

ジについては、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間ごとにグルー

ピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、業種別監査委員会報告第

24 号に基づき金利インデックス及び一定の金利改定期間ごとにグルーピングしてヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引

をヘッジ手段として指定しております。ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件がほぼ同一となるようなヘッジ指定を

行っているため、高い有効性があると見なしており、これをもって有効性の判定に代えております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップ等の特例処理を行っております。 

また、当事業年度末の貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損失のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に

関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実施して

おりました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マクロヘッジ」

に基づく繰延ヘッジ損失は、当該「マクロヘッジ」におけるヘッジ手段の残存期間にわたり費用として認識しております。 

当事業年度末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は606百万円（税効果額控除前）であります。 

（2） 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会

計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号。以下「業種別監

査委員会報告第 25 号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建

金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘ

ッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することにより

ヘッジの有効性を評価しております。 

９． 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に

係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 

 

  会計方針の変更 

      （リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号平成 19 年３月 30 日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第 16 号同前）が平成 20 年４月１日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当

事業年度から同会計基準及び適用指針を適用しております。 

 これにより、従来の方法に比べ、「有形固定資産」中のリース資産は 25 百万円、「その他負債」中のリース債務は 27 百万円増

加しております。また、損益に及ぼす影響は軽微であります。 

   追加情報 

     （その他有価証券に係る時価の算定方法の一部変更） 

変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって貸借対照表計上額としておりましたが、売手と買手の希望する価

格差が著しく大きく、市場価格を時価とみなせない状況にあると判断し、経営者の合理的な見積もりに基づく合理的に算定され

た価額を時価としております。 

なお、市場価格を時価として算定した場合と比べて、「有価証券」は 5,195 百万円増加、「繰延税金資産」は 2,078 百万円減

少、「その他有価証券評価差額金」は 3,117 百万円増加しております。 

変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来キャッシュ・フローを、同利回りに基づく割

引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び同利回りのボラティリティが主な価格決定変数であります。 
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   注記事項 

     （貸借対照表関係） 

１．    関係会社の株式総額  738 百万円 

２．    貸出金のうち、破綻先債権額は4,105百万円、延滞債権額は23,522百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の

取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収

利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第３号のイからホまでに掲げる

事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と

して利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３．   貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額はありません。 

なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債

権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４．   貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は4,698百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元

本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延

滞債権に該当しないものであります。 

５．   破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は32,326百万円であります。 

なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．    手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受

手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却または（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有して

おりますが、その額面金額は、12,606百万円であります。 

７．  担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券            ８９，０１５百万円 

担保資産に対応する債務 

預       金           ４，２５１百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券60,473百万円を差し入れております。 

また、その他の資産のうち保証金は369百万円であります。 

８．    当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定

された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る

融資未実行残高は、507,179百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可

能なもの）が497,972百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将

来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びそ

の他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条

項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期

的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じ

ております。 

９．    土地の再評価に関する法律(平成10年3月31日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額に

ついては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額

を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日  平成14年3月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法  

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布政令第119号)第2条第4号に定める地価税法(平成3年法

律第69号)第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定め

て公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正、側方路線影響加算、間口狭小補正等により合理的な

調整を行って算出する方法と、同法第5号に定める不動産鑑定士による鑑定評価を併用。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評

価後の帳簿価額の合計額との差額    ３,１４５百万円 

10．  有形固定資産の減価償却累計額  ２４,２４１百万円 

11．  有形固定資産の圧縮記帳額    ２,１３２百万円 

12．    「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する当行の保証債務の額

は10,535百万円であります。 

13．  １株当たりの純資産額   ５３５円 ３７銭 
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14．   貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及び車輌の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契

約により使用しております。 

15．  関係会社に対する金銭債権総額      １３,８９８百万円 

16．  関係会社に対する金銭債務総額       ６,１９３百万円 

17．  銀行法第18条の定めにより剰余金の配当の制限を受けております。剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第4

項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に5分の１を乗じて得

た額を資本準備金又は利益準備金として計上しております。当期における当該剰余金の配当に係る利益準備金（又は資本

準備金）の計上額はありません。 

18．  銀行法施行規則第19条の２第１項第３号ロ（10）に規定する単体自己資本比率 12.64％（国内基準） 

  

（損益計算書関係） 

１．      関係会社との取引による収益  

資金運用取引に係る収益総額        249百万円 

役務取引等に係る収益総額      49百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額     15百万円 

関係会社との取引による費用                

資金調達取引に係る費用総額                                              19百万円 

役務取引等に係る費用総額    108百万円 

その他業務・その他経常取引に係る費用総額              －百万円 

その他の取引に係る費用総額    463百万円 

２．     １株当たり当期純損失金額                                         ３４円４５銭 

３．    関連当事者との取引 

 （1）  子会社及び関連会社等                                                                                                           （単位：百万円） 

属性 
会社等の名

称 

議決権の所

有（被所有）

割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

貸出金被保

証 
307,802 ― ― 

保証料の支

払 
58 ― ― 

子会社 山銀保証サ

ービス株式

会社 

直 接 所 有  

5.0％ 

役員の兼任

預金取引

代位弁済金

の受取 
501 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針 

      (注) 山銀保証サービス(株)との取引については、すべて通常の取引であり、一般の取引条件と同様でありす。 

当行は、特定関係者（銀行の子会社および主要株主等）との間で行われる取引に関し銀行法の定めるルール、

いわゆるアー ムズレングスルールを遵守し、同ルールに照らして適法な取引を行っております。 

 

（有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「地方債」「短期社債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、｢商品有価証券｣並びに「買入金銭債

権」中の信託受益権が含まれております。 

１． 売買目的有価証券（平成２１年３月３１日現在） 

 貸借対照表計上額 

（百万円） 

当事業年度の損益に含まれた評価

差額 

（百万円） 

売買目的有価証券 ５０４ ０

２．  満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成２１年３月３１日現在） 

該当ありません。 

３．  子会社･子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの（平成２１年３月３１日現在） 

            該当ありません。 
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４． その他有価証券で時価のあるもの（平成２１年３月３１日現在） 

 
取得原価 

(百万円) 

貸借対照表 

   計上額 

（百万円） 

評価差額 

(百万円) 

うち益 

(百万円) 

うち損 

(百万円) 

株式 23,517 24,951 1,434 3,912 2,478

債券 425,733 424,202 △1,530 2,439 3,969

国債 231,042 229,890 △1,152 1,426 2,578

地方債 108,160 108,252 92 519 427

社債 86,530 86,059 △470 492 963

その他 127,669 115,965 △11,703 42 11,745

合計 576,920 565,120 △11,799 6,393 18,193

     （注）１. 貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 

２.   「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

３.  その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が

取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表価額とするとと

もに、評価差額を当事業年の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当事業年度における減損処理額は、6,250 百万円（うち、株式 1,456 百万円、債券 393 百万円、その他 4,400 百

万円）であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、個々の銘柄について当事業年度末日の時価が取得価

額の 50％以上下落している場合、及び 30％以上 50％未満の下落率の場合で発行会社の業況や過去の一定期間

における時価の推移等を考慮し、時価の回復可能性が認められない場合であります。 

                        （追加情報） 

変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって貸借対照表計上額としておりましたが、売手と買手の

希望する価格差が著しく大きく、市場価格を時価とみなせない状況にあると判断し、経営者の合理的な見積もりに

基づく合理的に算定された価額を時価としております。 

なお、市場価格を時価として算定した場合と比べて、「有価証券」は5,195百万円増加、「繰延税金資産」は2,078

百万円減少、「その他有価証券評価差額金」は 3,117 百万円増加しております。 

変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来キャッシュ・フローを、同利回

りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び同利回りのボラティリティが主な価格

決定変数であります。 

 

５． 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成２０年４月１日 至 平成２１年３月３１日） 

該当ありません。 

６． 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成２０年４月１日 至 平成２１年３月３１日） 

 売却額 

(百万円) 

売却益の合計額 

(百万円) 

売却損の合計額 

(百万円) 

その他有価証券 １８７，０２２ ５，６０１ １２，６６９

７． 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額（平成２１年３月３１日現在） 

内 容 金額(百万円） 

満期保有目的の債券 

事業債 

 

10,535 

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

子会社・子法人等株式 

 

 738 

その他有価証券 

非上場株式 

非上場外国証券 

その他 

 

1,327 

  0 

 160 

８． その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額（平成２１年３月３１日現在） 

 １年以内 

(百万円) 

１年超５年以内 

(百万円) 

５年超 10 年以内 

(百万円) 

10 年超 

(百万円) 

債券 27,532 200,813 144,440 61,946

 国債 10,017 82,186 79,789 57,896

 地方債 7,566 56,489 44,195 －

 社債 9,947 62,137 20,455 4,050

その他 11,310 38,184 26,555 22,074

合計 38,842 238,997 170,995 84,021
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（税効果会計関係） 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産 

貸倒引当金     ３，１３１百万円 

退職給付引当金    １，８８５ 

有価証券償却    ２，１７３ 

減価償却費     １，０６４ 

税務上の繰越欠損金４，２０８ 

その他有価証券評価差額金   ４，７１９ 

その他     ２，２１６ 

繰延税金資産小計                 １９，３９８ 

評価性引当額                 △４，５７７ 

繰延税金資産合計                 １４，８２１ 

繰延税金負債 

繰延税金負債小計           － 

繰延税金資産の純額                 １４，８２１百万円 
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連結計算書類の作成方針 

 

１．連結の範囲に関する事項 

(１)連結される子会社及び子法人等    ７社 

 主要な会社名 

 山銀リース株式会社 

 山銀保証サービス株式会社 

 やまぎんディーシーカード株式会社 

 やまぎんキャピタル株式会社 

 山銀システムサービス株式会社 

 山銀ビジネスサービス株式会社 

 やまぎんジェーシービーカード株式会社 

 

(２)非連結の子会社及び子法人等 

 該当ありません。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(１)持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

(２)持分法適用の関連法人等 

該当ありません。 

(３)持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

(４)持分法非適用の関連法人等 

該当ありません。 

 

３．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりです。 

３月末日     ７社 

 

４．連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

５．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれん及び負ののれんの償却については、重要性が乏しいものについて発生年度に全額償却することとして

おります。 
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　連結貸借対照表（平成21年３月31日現在）

（単位：百万円）

金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（　負　債　の　部　）

31,306                    預 金 1,678,989                

7,302                      譲 渡 性 預 金 44,219                    

16,101                    借 用 金 3,972                      

504                        外 国 為 替 96                          

565,484                  そ の 他 負 債 13,143                    

1,174,888                退 職 給 付 引 当 金 4,754                      

718                        役 員 退 職 慰 労 引 当 金 246                        

27,791                    睡眠預金払 戻損 失引 当金 103                        

15,433                    偶 発 損 失 引 当 金 112                        

建 物 4,012                      利 息 返 還 損 失 引 当 金 70                          

土 地 9,481                      再評価に係る繰延税金負債 1,946                      

建 設 仮 勘 定 46                          支 払 承 諾 23,806                    

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 1,893                      負 債 の 部 合 計 1,771,462                

865                        

ソ フ ト ウ ェ ア 628                        （　純 資 産 の 部　）

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 236                        資 本 金 12,008

15,657                    資 本 剰 余 金 4,941

23,806                    利 益 剰 余 金 85,376                    

△12,752                 自 己 株 式 △760                     

株 主 資 本 合 計 101,565                  

その他有価証券評価差額金 △10,237                 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △823                     

土 地 再 評 価 差 額 金 886                        

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △10,174                 

少 数 株 主 持 分 4,256                      

純 資 産 の 部 合 計 95,647                    

1,867,109                負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 1,867,109                

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

（　資　産　の　部　）

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

商 品 有 価 証 券

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

科　　　　　目

現 金 預 け 金

コールローン及び買入手形

買 入 金 銭 債 権
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　平成20年４月 １ 日から 　

　平成21年３月31日まで 　

（単位：百万円）

　　科　　　　　　目 金 額

51,457

31,149

貸 出 金 利 息 22,646

有 価 証 券 利 息 配 当 金 7,496

コールローン利息及び買入手形利息 526

買 現 先 利 息 86

預 け 金 利 息 1

そ の 他 の 受 入 利 息 393

7,580

7,727

4,998

62,239

5,252

預 金 利 息 4,100

譲 渡 性 預 金 利 息 312

コールマネー利息及び売渡手形利息 19

借 用 金 利 息 84

そ の 他 の 支 払 利 息 735

2,091

22,975

23,356

8,564

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 3,036

そ の 他 の 経 常 費 用 5,527

10,782

92

75

17

166

166

10,856

377

△ 5,531

△ 5,153

267

5,969

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 損 失

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

連結損益計算書

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失

特 別 損 失

特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益

償 却 債 権 取 立 益

固 定 資 産 処 分 損

当 期 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 失

法 人 税 等 合 計
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 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

１．会計処理基準に関する事項 

(1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

 商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。 

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 

 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のう

ち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、

時価のないものについては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額につい

ては、全部純資産直入法により処理しております。 

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

 デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

(4) 減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産の減価償却は、定率法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ２年～30 年 

その他  ２年～15 年 

 連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法に

より償却しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並びに連結

される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス･リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした

定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは、当該残価

保証額とし、それ以外のものは零としております。 

(5) 貸倒引当金の計上基準 

 当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

 「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協

会銀行等監査特別委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類

毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻

懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、

債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監

査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

 連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた

額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当ててお

ります。 

(6) 役員賞与引当金の計上基準 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込み額のうち、当連結会計年

度に帰属する額を計上しております。 

(7) 退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおり

であります。 

 過去勤務債務 その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法により損益

処理 

 数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

(8) 役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、

当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 
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(9) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、預金としての計上を中止し当行の収益に計上したものについて、将来の払戻に備えて

必要と認められる額を計上しております。 

(10)  偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に基づく信用保証協会への将来の負担金の支払いに備えるため、

負担金支払見込額を計上しております。 

(11)  利息返還損失引当金の計上基準 

利息返還損失引当金は、連結子会社が利息制限法の上限金利を超過する貸付金利息の返還請求に備えるため、過去

の返還状況を勘案し、返還見込み額を合理的に見積もり計上しております。 

(12)  外貨建資産・負債の換算基準 

当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

(13)  リース取引の処理方法 

当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開

始日が平成20年４月１日前に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理に

よっております。 

(14)  重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ) 金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準

適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査

委員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相

場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象となる預金･貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を

一定の残存期間ごとにグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジ

については、業種別監査委員会報告第24号に基づき金利インデックス及び一定の金利改定期間ごとにグルーピング

してヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引をヘッジ手段として指定しております。ヘッジ対象とヘッジ手段に関

する重要な条件がほぼ同一となるようなヘッジ指定を行っているため、高い有効性があると見なしており、これを

もって有効性の判定に代えております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップ等の特例処理を行っております。 

また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会

計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適

用して実施しておりました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理す

る従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は、当該「マクロヘッジ」におけるヘッジ手段の残存期間にわ

たり費用として認識しております。 

なお、当連結会計年度末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は606百万円（税効果額控除前）で

あります。 

(ﾛ) 為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建

取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下

「業種別監査委員会報告第25号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法に

ついては、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等

をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在す

ることを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

連結される子会社及び子法人等はヘッジ会計の適用される取引は行っておりません。 

(15)  消費税等の会計処理 

当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。 

(16)  収益及び費用の計上基準 

ファイナンス・リース取引に係る収益計上基準については、リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法に

よっております。 
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

したが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号平成19年３月30日）及び「リース取引に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号同前）が平成20年4月1日以後開始する連結会計年度から適用されること

になったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び適用指針を適用しております。 

（借手側） 

 これによる連結貸借対照表等に与える影響は軽微であります。 

（貸手側）  

 これにより従来の方法に比べ、「その他資産」に含まれるリース投資資産が10,648百万円計上され、「有形固定

資産」及び「無形固定資産」を合計して同額減少しております。 

 また、損益に与える影響は軽微であります。 

 

追加情報 

（その他有価証券に係る時価の算定方法の一部変更） 

 変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって連結貸借対照表計上額としておりましたが、売手と買手の

希望する価格差が著しく大きく、市場価格を時価とみなせない状況であると判断し、経営者の合理的な見積りに基づく

合理的に算定された価額を時価としております。 

 なお、市場価格を時価として算定した場合と比べて、「有価証券」は 5,195百万円増加、「繰延税金資産」は2,078百

万円減少、「その他有価証券評価差額金」は3,117百万円増加しております。 

 変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積った将来キャッシュ･フローを、同利回りに基づ

く割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び同利回りのボラティリティが主な価格決定変数

であります。 

 

 

 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

１．   貸出金のうち、破綻先債権額は、4,217百万円、延滞債権額は 23,851百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以

下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイから

ホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目

的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

２． 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 92百万円であります。 

 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払い日の翌日から３月以上遅延している貸出金で

破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

３． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 4,720百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以

上延滞債権に該当しないものであります。 

４． 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 32,882百万円であります。 

 なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

５． 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。 

これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法

で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、12,606百万円であります。 

６． 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券          ８９，３０５百万円 

担保資産に対応する債務 

預       金           ４，４５１百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券60,473百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち、保証金は371百万円であります。 
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７． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約

上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これら

の契約に係る融資未実行残高は、546,811百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期

に無条件で取消可能なもの）が 537,604百万円あります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当

行並びに 連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの

契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社及

び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられており

ます。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めて

いる行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じてお

ります。 

８．    土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差

額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控

除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

  再評価を行った年月日  平成14年3月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法  

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布政令第119号)第2条第4号に定める地価税法(平成3年法

律第69号)第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定

めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正、側方路線影響加算、間口狭小補正等により合

理的な調整を行って算出する方法と、同法第5号に定める不動産鑑定士による鑑定評価を併用。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土

地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額    ３，１４５百万円 

９． 有形固定資産の減価償却累計額   ２４，８０３百万円 

10．   有形固定資産の圧縮記帳額      ２，１３２百万円 

11． 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第3項）による社債に対する保証債務の額は

10,535百万円であります。 

12． 1株当たりの純資産額  535円62銭 

13． 当行の取締役および監査役との間の取引による金銭債権総額   46百万円 

14． 連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及び車輌の一部については、所有権移転外ファイナンス･

リース契約により使用しております。 

15． 当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 

退職給付債務     △14,232百万円 

年金資産（時価）      7,237 

未積立退職給付債務    △ 6,994 

未認識数理計算上の差異      3,903 

未認識過去勤務債務（債務の減額）   △ 1,662 

連結貸借対照表計上額の純額   △ 4,754 

退職給付引当金    △ 4,754 

16.   銀行法施行規則第17条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率 12.95％（国内基準） 

 

 

（連結損益計算書関係） 

１． 「その他の経常費用」には、株式等売却損2,797百万円及び株式等償却1,458百万円を含んでおります。 

２．   1株当たり当期純損失金額  34円93銭 
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（有価証券関係） 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、商品有価証券及び「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。 

 

１．  売買目的有価証券（平成21年３月31日現在） 

 連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当連結会計年度の損益に 

含まれた評価差額 

（百万円） 

売買目的有価証券 504 0

 

２．  満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成21年３月31日現在） 

 該当ありません。 

 

３．  その他有価証券で時価のあるもの（平成21年３月31日現在） 

 
取得原価 

(百万円) 

連結貸借対照表

計上額 

（百万円） 

評価差額 

(百万円) 

うち益 

(百万円) 

うち損 

(百万円) 

株式 23,567 24,995 1,427 3,913 2,486

債券 425,733 424,002 △1,530 2,439 3,969

国債 231,042 229,890 △1,152 1,426 2,578

地方債 108,160 108,252 92 519 427

社債 86,530 86,059 △470 492 963

その他 127,669 115,965 △11,703 42 11,745

合計 576,970 565,163 △11,807 6,394 18,202

注１．  連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末における市場価格等に基づく時価により計上したもので 

あります。 

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

３． その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落してお

り、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結

貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」とい

う。）しております。当連結会計年度における減損処理額は6,252百万円(うち株式1,458百万円、債券

393百万円、その他4,400百万円)であります。また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準

は、個々の銘柄について当連結会計年度末日の時価が取得価額の50％以上下落している場合、及び30％

以上50％未満の下落率の場合で発行会社の業況や過去の一定期間における時価の推移等を考慮し、時価

の回復可能性が認められない場合であります。 

       （追加情報） 

変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって連結貸借対照表計上額としておりましたが、

売手と買手の希望する価格差が著しく大きく、市場価格を時価とみなせない状況にあると判断し、経営

者の合理的な見積りに基づく合理的に算定された価額を時価としております。 

なお、市場価格を時価として算定した場合と比べて、「有価証券」は5,195百万円増加しております。 

変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積った将来キャッシュ･フローを、

同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算出しており、国債の利回りおよび同利回りのボ

ラティリティーが主な価格決定変数であります。 

 

４．  当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

該当ありません。 

 

５．  当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 売却額 

(百万円) 

売却益の合計額 

(百万円) 

売却損の合計額 

(百万円) 

その他有価証券 187,029 5,601 12,669

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 16 －



６．  時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成21年３月31日現在） 

内 容 金額(百万円） 

満期保有目的の債券 

事業債 

 

10,535 

その他有価証券 

非上場株式 

非上場外国証券 

その他 

 

1,345 

0 

160 

 

７．   保有目的を変更した有価証券 

該当ありません。 

 

８． その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額（平成21年３月31日現在） 

 １年以内 

(百万円) 

１年超５年以内 

(百万円) 

５年超 10年以内 

(百万円) 

10 年超 

(百万円) 

債券 27,532 200,813 144,440 61,946

 国債 10,017 82,186 79,789 57,896

 地方債 7,566 56,489 44,195 －

 社債 9,947 62,137 20,455 4,050

その他 11,310 38,184 26,555 22,074

合計 38,842 238,997 170,995 84,021
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